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付編　１．鷹島神崎遺跡保存管理計画策定委員会設置要綱

１．鷹島神崎遺跡保存管理計画策定委員会設置要綱

（平成 24 年３月１日松浦市教育委員会告示第 13 号）

最終改正：平成 24 年 11 月 20 日松浦市教育委員会告示第 24 号

　（設置）

第１条　国指定史跡である鷹島神崎遺跡について、保存管理計画を策定するため、鷹島神

崎遺跡保存管理計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

　（所掌事務）

第２条　委員会は、国指定史跡鷹島神崎遺跡の保存管理計画の策定を行うものとする。　

　（組織）

第３条　委員会は、委員 20 人以内で次に掲げる者をもって組織し、教育委員会が委嘱又

は任命する。

（１)　学識経験者

（２)　地元有識者

（３)　関係行政機関及び長崎県の職員

（４)　その他教育長が必要と認めた者

２　委員の任期は、委嘱又は任命の日から保存管理計画の策定が完了するまでとする。

（委員長及び副委員長）

第４条　委員会に、委員の互選により、委員長及び副委員長各１人を置く。

２　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３　副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。

（会議）

第５条　委員会の会議は、委員長が招集する。

２　委員会は、委員の過半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。

３　委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決す

るところによる。

４　委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見若しくは説明

を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。

（顧問）

第６条　委員会に顧問を置くことができる。顧問は、教育委員会が委嘱する。

２　顧問は、委員長の要請に応じて会議に出席し、意見を述べることができる。

（庶務）

第７条　委員会の庶務は、文化財課において処理する。

（補則）

第８条　この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、教育委員会が

定める。
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　　　附　則

（施行期日）

１　この告示は、平成 24 年４月１日から施行する。

（失効）

２　この告示は、鷹島神崎遺跡保存管理計画の策定が完了した日に、その効力を失う。

３　この告示の日以降最初に開かれる会議は、第５条第１項の規定にかかわらず、教育委

員会が招集する。

附　則

　この告示は、告示の日から施行する。
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２．文化財保護法に関わる規定

文化財保護法（抜粋）

（昭和 25 年５月 30 日法律第 214 号）

最終改正：平成 23 年５月２日法律第 37 号

第１章　総則 

　（この法律の目的） 

第１条　この法律は、文化財を保存し、且

つ、その活用を図り、もって国民の文化

的向上に資するとともに、世界文化の進

歩に貢献することを目的とする。 

　（文化財の定義） 

第２条　この法律で「文化財」とは、次に

掲げるものをいう。 

一　建造物、絵画、彫刻、工芸品、書

跡、典籍、古文書その他の有形の文

化的所産で我が国にとって歴史上又

は芸術上価値の高いもの（これらの

ものと一体をなしてその価値を形

成している土地その他の物件を含

む。）並びに考古資料及びその他

の学術上価値の高い歴史資料（以下

「有形文化財」という。） 

二　演劇、音楽、工芸技術その他の無形

の文化的所産で我が国にとって歴史

上又は芸術上価値の高いもの（以下

「無形文化財」という。） 

三　衣食住、生業、信仰、年中行事等に

関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術

及びこれらに用いられる衣服、器具、

家屋その他の物件で我が国民の生活

の推移の理解のため欠くことのでき

ないもの（以下「民俗文化財」という。） 

四　貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧

宅その他の遺跡で我が国にとって歴

史上又は学術上価値の高いもの、庭

園、橋梁、峡谷、海浜、山岳その他

の名勝地で我が国にとって芸術上又

は観賞上価値の高いもの並びに動物

（生息地、繁殖地及び渡来地を含む。）、

植物（自生地を含む。）及び地質鉱物

（特異な自然の現象の生じている土地

を含む。）で我が国にとって学術上価

値の高いもの（以下「記念物」という。） 

五　地域における人々の生活又は生業及

び当該地域の風土により形成された

景観地で我が国民の生活又は生業の

理解のため欠くことのできないもの

（以下「文化的景観」という。） 

六　周囲の環境と一体をなして歴史的風

致を形成している伝統的な建造物群

で価値の高いもの（以下「伝統的建

造物群」という。） 

２　この法律の規定（第 27 条から第 29

条まで、第 37 条、第55 条第１項第四

　号、第 153 条第１項第一号、第 165 条、

第 171 条及び附則第３条の規定を除く。）

中「重要文化財」には、国宝を含むもの

とする。 

３　この法律の規定（第 109 条、第 110 条、

第 112 条、第 122 条、第 131 条第１項

　第四号、第 153 条第１項第七号及び第八

号、第 165 条並びに第 171 条の規定を

除く。）中「史跡名勝天然記念物」には、

特別史跡名勝天然記念物を含むものと

する。 

　（政府及び地方公共団体の任務） 

第３条　政府及び地方公共団体は、文化財

がわが国の歴史、文化等の正しい理解の

ため欠くことのできないものであり、且

つ、将来の文化の向上発展の基礎をなす

ものであることを認識し、その保存が適

切に行われるように、周到の注意をもっ

てこの法律の趣旨の徹底に努めなけれ

ばならない。 

　（国民、所有者等の心構） 
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第４条　一般国民は、政府及び地方公共団

体がこの法律の目的を達成するために

行う措置に誠実に協力しなければなら

ない。 

２　文化財の所有者その他の関係者は、文

化財が貴重な国民的財産であることを

自覚し、これを公共のために大切に保存

するとともに、できるだけこれを公開す

る等その文化的活用に努めなければな

らない。 

３　政府及び地方公共団体は、この法律の

執行に当って関係者の所有権その他の

財産権を尊重しなければならない。

第２章から第６章　略

第７章　史跡名勝天然記念物

　（指定） 

第 109 条　文部科学大臣は、記念物のうち

重要なものを史跡、名勝又は天然記念物

（以下「史跡名勝天然記念物」と総称す

る。）に指定することができる。 

２　文部科学大臣は、前項の規定により指

定された史跡名勝天然記念物のうち特

に重要なものを特別史跡、特別名勝又は

特別天然記念物（以下「特別史跡名勝天

然記念物」と総称する。）に指定するこ

とができる。 

３　前２項の規定による指定は、その旨を

官報で告示するとともに、当該特別史跡

名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念

物の所有者及び権原に基づく占有者に

通知してする。 

４　前項の規定により通知すべき相手方が

著しく多数で個別に通知し難い事情が

ある場合には、文部科学大臣は、同項の

規定による通知に代えて、その通知すべ

き事項を当該特別史跡名勝天然記念物

又は史跡名勝天然記念物の所在地の市

（特別区を含む。以下同じ。）町村の事務

所又はこれに準ずる施設の掲示場に掲

示することができる。この場合において

は、その掲示を始めた日から２週間を経

過した時に前項の規定による通知が相

手方に到達したものとみなす。 

５　第１項又は第２項の規定による指定

は、第３項の規定による官報の告示が

あった日からその効力を生ずる。ただ

し、当該特別史跡名勝天然記念物又は史

跡名勝天然記念物の所有者又は権原に

基づく占有者に対しては、第３項の規定

による通知が到達した時又は前項の規

定によりその通知が到達したものとみ

なされる時からその効力を生ずる。 

６　文部科学大臣は、第１項の規定により

名勝又は天然記念物の指定をしようと

する場合において、その指定に係る記念

物が自然環境の保護の見地から価値の

高いものであるときは、環境大臣と協議

しなければならない。 

　（仮指定） 

第 110 条　前条第１項の規定による指定前

において緊急の必要があると認めると

きは、都道府県の教育委員会は、史跡名

勝天然記念物の仮指定を行うことがで

きる。 

２　前項の規定により仮指定を行ったとき

は、都道府県の教育委員会は、直ちにそ

の旨を文部科学大臣に報告しなければ

ならない。 

３　第１項の規定による仮指定には、前条

第３項から第５項までの規定を準用す

る。 

　（所有権等の尊重及び他の公益との調整） 

第 111 条　文部科学大臣又は都道府県の教

育委員会は、第 109 条第１項若しくは第

２項の規定による指定又は前条第１項

の規定による仮指定を行うに当たって

は、特に、関係者の所有権、鉱業権その
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他の財産権を尊重するとともに、国土の

開発その他の公益との調整に留意しな

ければならない。 

２　文部科学大臣又は文化庁長官は、名勝

又は天然記念物に係る自然環境の保護

及び整備に関し必要があると認めると

きは、環境大臣に対し、意見を述べるこ

とができる。この場合において、文化庁

長官が意見を述べるときは、文部科学大

臣を通じて行うものとする。 

３　環境大臣は、自然環境の保護の見地か

ら価値の高い名勝又は天然記念物の保

存及び活用に関し必要があると認める

ときは、文部科学大臣に対し、又は文部

科学大臣を通じ文化庁長官に対して意

見を述べることができる。 

　（解除） 

第 112 条　特別史跡名勝天然記念物又は史

跡名勝天然記念物がその価値を失った

場合その他特殊の事由のあるときは、文

部科学大臣又は都道府県の教育委員会

は、その指定又は仮指定を解除すること

ができる。 

２　第 110 条第１項の規定により仮指定さ

れた史跡名勝天然記念物につき第 109 条

第１項の規定による指定があったとき、

又は仮指定があった日から２年以内に

同項の規定による指定がなかったとき

は、仮指定は、その効力を失う。 

３　第 110 条第１項の規定による仮指定が

適当でないと認めるときは、文部科学大

臣は、これを解除することができる。 

４　第１項又は前項の規定による指定又は

仮指定の解除には、第 109 条第３項から

第５項までの規定を準用する。 

　（管理団体による管理及び復旧） 

第 113 条　史跡名勝天然記念物につき、所

有者がないか若しくは判明しない場合

又は所有者若しくは第 119 条第２項の規

定により選任された管理の責めに任ず

べき者による管理が著しく困難若しく

は不適当であると明らかに認められる

場合には、文化庁長官は、適当な地方公

共団体その他の法人を指定して、当該史

跡名勝天然記念物の保存のため必要な

管理及び復旧（当該史跡名勝天然記念物

の保存のため必要な施設、設備その他の

物件で当該史跡名勝天然記念物の所有

者の所有又は管理に属するものの管理

及び復旧を含む。）を行わせることがで

きる。 

２　前項の規定による指定をするには、文

化庁長官は、あらかじめ、指定しようと

する地方公共団体その他の法人の同意

を得なければならない。

３　第１項の規定による指定は、その旨を

官報で告示するとともに、当該史跡名勝

天然記念物の所有者及び権原に基づく

占有者並びに指定しようとする地方公

共団体その他の法人に通知してする。 

４　第１項の規定による指定には、第 109

条第４項及び第５項の規定を準用する。 

第 114 条　前条第１項に規定する事由が消

滅した場合その他特殊の事由があると

きは、文化庁長官は、管理団体の指定を

解除することができる。 

２　前項の規定による解除には、前条第３

項並びに第 109 条第４項及び第５項の規

定を準用する。 

第 115 条　第 113 条第１項の規定による指

定を受けた地方公共団体その他の法人

（以下この章及び第 12 章において「管理

団体」という。）は、文部科学省令の定

める基準により、史跡名勝天然記念物の

管理に必要な標識、説明板、境界標、囲

いその他の施設を設置しなければなら

ない。 

２　史跡名勝天然記念物の指定地域内の土

地について、その土地の所在、地番、地

目又は地積に異動があったときは、管理
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団体は、文部科学省令の定めるところに

より、文化庁長官にその旨を届け出なけ

ればならない。 

３　管理団体が復旧を行う場合は、管理団

体は、あらかじめ、その復旧の方法及び

時期について当該史跡名勝天然記念物

の所有者（所有者が判明しない場合を除

く。）及び権原に基づく占有者の意見を

聞かなければならない。 

４　史跡名勝天然記念物の所有者又は占有

者は、正当な理由がなくて、管理団体が

行う管理若しくは復旧又はその管理若

しくは復旧のため必要な措置を拒み、妨

げ、又は忌避してはならない。 

第 116 条　管理団体が行う管理及び復旧に

要する費用は、この法律に特別の定めの

ある場合を除いて、管理団体の負担とす

る。 

２　前項の規定は、管理団体と所有者との

協議により、管理団体が行う管理又は復

旧により所有者の受ける利益の限度に

おいて、管理又は復旧に要する費用の一

部を所有者の負担とすることを妨げる

ものではない。 

３　管理団体は、その管理する史跡名勝天

然記念物につき観覧料を徴収すること

ができる。 

第 117 条　管理団体が行う管理又は復旧に

よって損失を受けた者に対しては、当該

管理団体は、その通常生ずべき損失を補

償しなければならない。 

２　前項の補償の額は、管理団体（管理団

体が地方公共団体であるときは、当該地

方公共団体の教育委員会）が決定する。 

３　前項の規定による補償額については、

第 41 条第３項の規定を準用する。 

４　前項で準用する第 41 条第３項の規定

による訴えにおいては、管理団体を被告

とする。 

第 118 条　管理団体が行う管理には、第

30 条、第 31 条第１項及び第 33 条の規

定を、管理団体が行う管理及び復旧に

は、第 35 条及び第 47 条の規定を、管理

団体が指定され、又はその指定が解除さ

れた場合には、第 56 条第３項の規定を

準用する。 

　（所有者による管理及び復旧） 

第 119 条　管理団体がある場合を除いて、

史跡名勝天然記念物の所有者は、当該史

跡名勝天然記念物の管理及び復旧に当

たるものとする。 

２　前項の規定により史跡名勝天然記念物

の管理に当たる所有者は、特別の事情が

あるときは、適当な者を専ら自己に代わ

り当該史跡名勝天然記念物の管理の責

めに任ずべき者（以下この章及び第 12

章において「管理責任者」という。）に

選任することができる。この場合には、

第 31 条第３項の規定を準用する。 

第 120 条　所有者が行う管理には、第30条、

第 31 条第１項、第 32 条、第 33 条並び

に第 115 条第１項及び第２項（同条第２

項については、管理責任者がある場合を

除く。）の規定を、所有者が行う管理及

び復旧には、第 35 条及び第 47 条の規定

を、所有者が変更した場合の権利義務の

承継には、第 56 条第１項の規定を、管

理責任者が行う管理には、第 30 条、第

31 条第１項、第 32 条第３項、第 33 条、

第 47 条第４項及び第 115 条第２項の規

定を準用する。 

　（管理に関する命令又は勧告） 

第 121 条　管理が適当でないため史跡名勝

天然記念物が滅失し、き損し、衰亡し、

又は盗み取られるおそれがあると認め

るときは、文化庁長官は、管理団体、所

有者又は管理責任者に対し、管理方法の

改善、保存施設の設置その他管理に関し

必要な措置を命じ、又は勧告することが

できる。 
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２　前項の場合には、第 36 条第２項及び

第３項の規定を準用する。 

　（復旧に関する命令又は勧告） 

第 122 条　文化庁長官は、特別史跡名勝天

然記念物がき損し、又は衰亡している場

合において、その保存のため必要がある

と認めるときは、管理団体又は所有者に

対し、その復旧について必要な命令又は

勧告をすることができる。 

２　文化庁長官は、特別史跡名勝天然記念

物以外の史跡名勝天然記念物が、き損

し、又は衰亡している場合において、そ

の保存のため必要があると認めるとき

は、管理団体又は所有者に対し、その復

旧について必要な勧告をすることがで

きる。 

３　前２項の場合には、第 37 条第３項及

び第４項の規定を準用する。 

　（文化庁長官による特別史跡名勝天然記

念物の復旧等の施行） 

第 123 条　文化庁長官は、次の各号のいず

れかに該当する場合においては、特別史

跡名勝天然記念物につき自ら復旧を行

い、又は滅失、き損、衰亡若しくは盗難

の防止の措置をすることができる。 

一　管理団体、所有者又は管理責任者が

前２条の規定による命令に従わない

とき。 

二　特別史跡名勝天然記念物がき損し、

若しくは衰亡している場合又は滅失

し、き損し、衰亡し、若しくは盗み

取られるおそれのある場合において、

管理団体、所有者又は管理責任者に

復旧又は滅失、き損、衰亡若しくは

盗難の防止の措置をさせることが適

当でないと認められるとき。 

２　前項の場合には、第 38 条第２項及び

第 39条から第 41条までの規定を準用す

る。 

　（補助等に係る史跡名勝天然記念物譲渡

の場合の納付金） 

第 124 条　国が復旧又は滅失、き損、衰亡

若しくは盗難の防止の措置につき第 118

条及び第 120 条で準用する第 35 条第１

項の規定により補助金を交付し、又は第

121 条第２項で準用する第 36 条第２項、

第 122 条第３項で準用する第 37 条第３

項若しくは前条第２項で準用する第 40

条第１項の規定により費用を負担した

史跡名勝天然記念物については、第 42

条の規定を準用する。 

　（現状変更等の制限及び原状回復の命令） 

第 125 条　史跡名勝天然記念物に関しその

現状を変更し、又はその保存に影響を及

ぼす行為をしようとするときは、文化庁

長官の許可を受けなければならない。た

だし、現状変更については維持の措置又

は非常災害のために必要な応急措置を

執る場合、保存に影響を及ぼす行為につ

いては影響の軽微である場合は、この限

りでない。 

２　前項ただし書に規定する維持の措置の

範囲は、文部科学省令で定める。 

３　第１項の規定による許可を与える場合

には、第 43 条第３項の規定を、第１項

の規定による許可を受けた者には、同条

第４項の規定を準用する。 

４　第１項の規定による処分には、第 111

条第１項の規定を準用する。 

５　第１項の許可を受けることができな

かったことにより、又は第３項で準用す

る第 43 条第３項の許可の条件を付せら

れたことによって損失を受けた者に対

しては、国は、その通常生ずべき損失を

補償する。 

６　前項の場合には、第 41 条第２項から

第４項までの規定を準用する。 

７　第１項の規定による許可を受けず、又

は第３項で準用する第 43 条第３項の規

定による許可の条件に従わないで、史跡
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名勝天然記念物の現状を変更し、又はそ

の保存に影響を及ぼす行為をした者に

対しては、文化庁長官は、原状回復を命

ずることができる。この場合には、文化

庁長官は、原状回復に関し必要な指示を

することができる。 

　（関係行政庁による通知） 

第 126 条　前条第１項の規定により許可を

受けなければならないこととされてい

る行為であってその行為をするについ

て、他の法令の規定により許可、認可そ

の他の処分で政令に定めるものを受け

なければならないこととされている場

合において、当該他の法令において当該

処分の権限を有する行政庁又はその委

任を受けた者は、当該処分をするとき

は、政令の定めるところにより、文化庁

長官（第 184 条第１項の規定により前条

第１項の規定による許可を都道府県又

は市の教育委員会が行う場合には、当該

都道府県又は市の教育委員会）に対し、

その旨を通知するものとする。 

　（復旧の届出等） 

第 127 条　史跡名勝天然記念物を復旧しよ

うとするときは、管理団体又は所有者

は、復旧に着手しようとする日の 30 日

前までに、文部科学省令の定めるところ

により、文化庁長官にその旨を届け出な

ければならない。ただし、第 125 条第１

項の規定により許可を受けなければな

らない場合その他文部科学省令の定め

る場合は、この限りでない。 

２　史跡名勝天然記念物の保護上必要があ

ると認めるときは、文化庁長官は、前項

の届出に係る史跡名勝天然記念物の復

旧に関し技術的な指導と助言を与える

ことができる。 

　（環境保全） 

第 128 条　文化庁長官は、史跡名勝天然記

念物の保存のため必要があると認める

ときは、地域を定めて一定の行為を制限

し、若しくは禁止し、又は必要な施設を

することを命ずることができる。 

２　前項の規定による処分によって損失を

受けた者に対しては、国は、その通常生

ずべき損失を補償する。 

３　第１項の規定による制限又は禁止に違

反した者には、第 125 条第７項の規定を、

前項の場合には、第 41 条第２項から第

４項までの規定を準用する。 

　（管理団体による買取りの補助） 

第 129 条　管理団体である地方公共団体そ

の他の法人が、史跡名勝天然記念物の指

定に係る土地又は建造物その他の土地

の定着物で、その管理に係る史跡名勝天

然記念物の保存のため特に買い取る必

要があると認められるものを買い取る

場合には、国は、その買取りに要する経

費の一部を補助することができる。 

２　前項の場合には、第 35 条第２項及び

第３項並びに第42条の規定を準用する。 

　（保存のための調査） 

第 130 条　文化庁長官は、必要があると認

めるときは、管理団体、所有者又は管理

責任者に対し、史跡名勝天然記念物の現

状又は管理、復旧若しくは環境保全の状

況につき報告を求めることができる。 

第 131 条　文化庁長官は、次の各号のいず

れかに該当する場合において、前条の報

告によってもなお史跡名勝天然記念物

に関する状況を確認することができず、

かつ、その確認のため他に方法がないと

認めるときは、調査に当たる者を定め、

その所在する土地又はその隣接地に立

ち入ってその現状又は管理、復旧若しく

は環境保全の状況につき実地調査及び

土地の発掘、障害物の除却その他調査の

ため必要な措置をさせることができる。

ただし、当該土地の所有者、占有者そ

の他の関係者に対し、著しい損害を及ぼ
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すおそれのある措置は、させてはならな

い。 

一　史跡名勝天然記念物に関する現状変

更又は保存に影響を及ぼす行為の許

可の申請があったとき。 

二　史跡名勝天然記念物がき損し、又は

衰亡しているとき。 

三　史跡名勝天然記念物が滅失し、き損

し、衰亡し、又は盗み取られるおそ

れのあるとき。 

四　特別の事情によりあらためて特別史

跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然

記念物としての価値を調査する必要

があるとき。 

２　前項の規定による調査又は措置によっ

て損失を受けた者に対しては、国は、そ

の通常生ずべき損失を補償する。 

３　第１項の規定により立ち入り、調査す

る場合には、第 55 条第２項の規定を、

前項の場合には、第 41 条第２項から第

４項までの規定を準用する。 

　（登録記念物） 

第 132 条　文部科学大臣は、史跡名勝天然

記念物（第 110 条第１項に規定する仮指

定を都道府県の教育委員会が行ったも

のを含む。）以外の記念物（第 182 条第

２項に規定する指定を地方公共団体が

行っているものを除く。）のうち、その

文化財としての価値にかんがみ保存及

び活用のための措置が特に必要とされ

るものを文化財登録原簿に登録するこ

とができる。 

２　前項の規定による登録には、第 57 条

第２項及び第３項、第 109 条第３項から

第５項まで並びに第 111 条第１項の規定

を準用する。 

第 133 条　前条の規定により登録された記

念物（以下「登録記念物」という。）に

ついては、第 59 条第１項から第５項ま

で、第 64 条、第 68 条、第 111 条第２項

及び第３項並びに第 113 条から第 120 条

までの規定を準用する。この場合におい

て、第 59 条第１項中「第 27 条第１項の

規定により重要文化財に指定したとき」

とあるのは「第 109 条第１項の規定によ

り史跡名勝天然記念物に指定したとき

（第 110 条第１項に規定する仮指定を都

道府県の教育委員会が行ったときを含

む。）」と、同条第４項中「所有者に通知

する」とあるのは「所有者及び権原に基

づく占有者に通知する。ただし、通知す

べき相手方が著しく多数で個別に通知

し難い事情がある場合には、文部科学大

臣は、当該通知に代えて、その通知すべ

き事項を当該登録記念物の所在地の市

町村の事務所又はこれに準ずる施設の

掲示場に掲示することができる。この場

合においては、その掲示を始めた日から

２週間を経過した時に当該通知が相手

方に到達したものとみなす」と、同条第

５項中「抹消には、前条第２項の規定を

準用する」とあるのは「抹消は、前項の

規定による官報の告示があった日から

その効力を生ずる。ただし、当該登録記

念物の所有者又は権原に基づく占有者

に対しては、前項の規定による通知が到

達した時又は同項の規定によりその通

知が到達したものとみなされる時から

その効力を生ずる」と、第 113 条第１項

中「不適当であると明らかに認められる

場合には」とあるのは「不適当であるこ

とが明らかである旨の関係地方公共団

体の申出があった場合には、関係地方公

共団体の意見を聴いて」と、第 118 条及

び第 120 条中「第 30 条、第 31 条第１項」

とあるのは「第 31 条第１項」と、「準用

する」とあるのは「準用する。この場合

において、第 31 条第１項中「並びにこ

れに基いて発する文部科学省令及び文

化庁長官の指示に従い」とあるのは「及
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びこれに基づく文部科学省令に従い」と

読み替えるものとする」と、第 118 条中

「第 35 条及び第 47 条の規定を、管理団

体が指定され、又はその指定が解除され

た場合には、第 56 条第３項」とあるの

は「第 47 条第４項」と、第 120 条中「第

35 条及び第 47 条の規定を、所有者が変

更した場合の権利義務の承継には、第

56条第１項」とあるのは「第47条第４項」

と読み替えるものとする。

第８章から第 13 章　略

文化財保護法施行令（抜粋）

（昭和 50 年９月９日政令第 267 号）

最終改正：平成 24 年 7 月 25 日政令第 202

号

第１条から第４条　略

　（都道府県又は市の教育委員会が処理す

る事務）

第５条

第１項から第３項　略

４　次に掲げる文化庁長官の権限に属する

事務は、都道府県の教育委員会（第一号

イからトまで及びリに掲げる現状変更

等が市の区域内において行われる場合、

同号チに掲げる現状変更等を行う動物

園又は水族館が市の区域内に存する場

合並びに同号ヌに規定する指定区域が

市の区域内に存する場合にあっては、当

該市の教育委員会）が行うこととする。 

一　次に掲げる現状変更等（イからヘま

でに掲げるものにあっては、史跡名

勝天然記念物の指定に係る地域内に

おいて行われるものに限る。）に係る

法第 125 条の規定による許可及びそ

の取消し並びに停止命令

　イ　小規模建築物（階数が２以下で、

　かつ、地階を有しない木造又は鉄骨造

の建築物であって、建築面積（増築

又は改築にあっては、増築又は改築

後の建築面積）が 120 平方メートル

以下のものをいう。ロにおいて同

じ。）で３月以内の期間を限って設

置されるものの新築、増築、改築又

は除却

ロ　小規模建築物の新築、増築、改築　

又は除却（増築、改築又は除却にあっ

ては、建築の日から 50 年を経過し

ていない小規模建築物に係るものに

限る。）であって、指定に係る地域

の面積が 150 ヘクタール以上である

史跡名勝天然記念物に係る都市計画

法（昭和 43 年法律第 100 号）第８

条第１項第一号の第１種低層住居専

用地域又は第２種低層住居専用地域

におけるもの

ハ　工作物（建築物を除く。以下この

ハにおいて同じ。）の設置、改修若

しくは除却（改修又は除却にあっ

ては、設置の日から 50 年を経過し

ていない工作物に係るものに限る。）

又は道路の舗装若しくは修繕（それ

ぞれ土地の掘削、盛土、切土その他

土地の形状の変更を伴わないものに

限る。）

ニ　法第 125 条第１項（法第 120 条及

び第 172 条第５項において準用する

場合を含む。）に規定する史跡名勝

天然記念物の管理に必要な施設の設

置、改修又は除却

ホ　埋設されている電線、ガス管、水

管又は下水道管の改修

ヘ　木竹の伐採（名勝又は天然記念物

の指定に係る木竹については、危険

防止のため必要な伐採に限る。）

ト　天然記念物に指定された動物の個

体の保護若しくは生息状況の調査又
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は当該動物による人の生命若しくは

身体に対する危害の防止のため必要

な捕獲及び当該捕獲した動物の飼育

又は当該捕獲した動物への標識若し

くは発信機の装着

チ　天然記念物に指定された動物の動

物園又は水族館相互間における譲受

け又は借受け

リ　天然記念物に指定された鳥類の巣

で電柱に作られたもの（現に繁殖の

ために使用されているものを除く。）

の除却

ヌ　イからリまでに掲げるもののほ

か、史跡名勝天然記念物の指定に係

る地域のうち指定区域（当該史跡

名勝天然記念物の管理のための計画

を都道府県の教育委員会（当該計画

が町村の区域を対象とする場合に限

る。）又は市の教育委員会（当該計

画が市の区域を対象とする場合に限

る。）が定めている区域のうち当該

都道府県又は市の教育委員会の申出

に係るもので、現状変更等の態様、

頻度その他の状況を勘案して文化庁

長官が指定する区域をいう。）にお

ける現状変更等

二　法第 130 条（法第 172 条第５項に

おいて準用する場合を含む。）及び第

131 条の規定による調査及び調査のた

め必要な措置の施行（前号イからヌ

までに掲げる現状変更等に係る法第

125 条第１項の規定による許可の申請

に係るものに限る。）

５　文化庁長官は、前項第一号ヌの規定に

よる指定区域の指定をしたときは、その

旨を官報で告示しなければならない。 

６　第四項第一号ヌの管理のための計画に

記載すべき事項は、文部科学省令で定め

る。 

第７項　略

第６条から第７条　略

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然

記念物の管理に関する届出書等に関する規

則

（昭和 26 年３月８日文化財保護委員会規則

第８号）

最終改正：平成 17 年３月 28 日文部科学省

令第 11 号

　（管理責任者選任の届出書の記載事項） 

第１条　文化財保護法（昭和 25 年法律第

214 号。以下「法」という。）第 119 条

第２項で準用する法第 31 条第３項の規

定による管理責任者を選任したときの

届出の書面には、次に掲げる事項を記載

するものとする。 

一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、 

  名勝（特別名勝を含む。以下同じ。）    

  又は天然記念物（特別天然記念物を含  

  む。以下同じ。）の別及び名称 

二　指定年月日 

三  史跡、名勝又は天然記念物の所在地

四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　管理責任者の氏名及び住所 

六　管理責任者の職業及び年令

七　選任の年月日 

八　選任の事由 

九　その他参考となるべき事項 

　（管理責任者解任の届出書の記載事項） 

第２条　法第 119 条第２項で準用する法

第 31 条第３項の規定による管理責任者

を解任したときの届出の書面には、次

に掲げる事項を記載するものとする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び

名称 

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 
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四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　管理責任者の氏名及び住所 

六　解任の年月日 

七　解任の事由 

八　新管理責任者の選任に関する見込み

その他参考となるべき事項

　（所有者変更の届出書の記載事項等） 

第３条　法第 120 条で準用する法第 32 条

第１項の規定による所有者が変更した

ときの届出の書面には、次に掲げる事項

を記載するものとする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び

　名称 

二　指定年月日

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　旧所有者の氏名又は名称及び住所 

五　新所有者の氏名又は名称及び住所 

六　所有者の変更が指定地域の一部に係

る場合は、当該地域の地番、地目及び

地積 

七　変更の年月日 

八　変更の事由 

九　その他参考となるべき事項 

２　前項の書面には、所有権の移転を証明

する書類を添えるものとする。

　（管理責任者変更の届出書の記載事項） 

第４条　法第 120 条で準用する法第 32 条

第２項の規定による管理責任者を変更

したときの届出の書面には、次に掲げる

事項を記載するものとする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及

  び名称 

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　旧管理責任者の氏名及び住所 

六　新管理責任者の氏名及び住所 

七　新管理責任者の職業及び年令 

八　変更の年月日 

九　変更の事由 

十　その他参考となるべき事項

　（所有者又は管理責任者の氏名若しくは

名称又は住所変更の届出書の記載事項） 

第５条　法第 120 条で準用する法第 32 条

第３項の規定による所有者又は管理責

任者が氏名若しくは名称又は住所を変

更したときの届出の書面には、次に掲げ

る事項を記載するものとする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び

名称 

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　管理団体がある場合は、その名称及

び事務所の所在地 

五　変更前の氏名若しくは名称又は住所 

六　変更後の氏名若しくは名称又は住所 

七　変更の年月日 

八　その他参考となるべき事項

　（史跡、名勝又は天然記念物の滅失、き

損等の届出書の記載事項等） 

第６条　法第 118 条、第 120 条及び第 172

条第５項で準用する法第 32 条の規定に

　よる史跡、名勝又は天然記念物の全部又

は一部が滅失し、き損し、若しくは衰亡

し、又はこれを亡失し、若しくは盗み取

られたときの届出の書面には、次に掲げ

る事項を記載するものとする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及 

  び名称 

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　管理責任者がある場合は、その氏 

  名及び住所 

六　管理団体がある場合は、その名称及

び事務所の所在地 

七　滅失、き損、衰亡、亡失又は盗難（以

下「滅失、き損等」という。）の事実

の生じた日時 

八　滅失、き損等の事実の生じた当時に
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おける管理の状況 

九　滅失、き損等の原因並びにき損の場

合は、その箇所及び程度 

十　き損の場合は、き損の結果当該史跡、

名勝又は天然記念物がその保存上受

ける影響 

十一　滅失、き損等の事実を知った日 

十二　滅失、き損等の事実を知った後に

　執られた措置その他参考となるべき

　事項 

２　前項の書面には、滅失、き損等の状態

を示すキヤビネ型写真及び図面を添え

るものとする。

　（土地の所在等の異動の届出）

第７条　法第 115 条第２項（法第 120 条及

び第 172 条第５項で準用する場合を含

む。）の規定による土地の所在等の異動

の届出は、前条第１項第一号から第六号

までに掲げる事項並びに異動前の土地

の所在、地番、地目又は地積及び異動後

の土地の所在、地番、地目又は地積その

他参考となるべき事項を記載した書面

をもって、異動のあったのち 30 日以内

に行わなければならない。 

２　地番、地目又は地積の異動が分筆によ

る場合は、当該土地に係る登記事項証明

書及び登記所に備えられた地図の写本

を前項の書面に添えるものとする。 

　（国の所有に属する史跡、名勝又は天然

記念物の管理に関する通知書の記載事項

等） 

第８条　国の所有に属する史跡、名勝又は

天然記念物の管理に関する通知の書面

については、法第 167 条第１項第一号及

び第二号の場合に係るときは第３条の

規定を、法第 167 条第１項第三号の場合

に係るときは第６条の規定を、法第 167

条第１項第七号の場合に係るときは前

条の規定を準用する。 

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然

記念物の現状変更等の許可申請等に関する

規則

（昭和 26 年７月 13 日文化財保護委員会規

則第 10 号）

最終改正：平成 17 年３月 28 日文部科学省

令第 11 号

　（許可の申請） 

第１条　文化財保護法（昭和 25 年法律第

214 号。以下「法」という。）第 125 条

第１項の規定による許可を受けようと

する者（以下「許可申請者」という。）は、

次に掲げる事項を記載した許可申請書

を文化庁長官（法第 184 条第１項第二号 

及び文化財保護法施行令（昭和 50 年政

令第 267 号。以下「令」という。）第５

条第４項第一号の規定により当該許可

を都道府県又は市の教育委員会が行う

場合には、当該都道府県又は市の教育委

員会）に提出しなければならない。 

一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）、

名勝（特別名勝を含む。以下同じ。）

　又は天然記念物（特別天然記念物を含

む。以下同じ。）の別及び名称 

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　権原に基づく占有者の氏名又は名称  

及び住所

六　管理団体がある場合は、その名称及  

び事務所の所在地 

七　管理責任者がある場合は、その氏名及  

び住所 

八　許可申請者の氏名及び住所又は名称

及び代表者の氏名並びに事務所の所

在地 

九　史跡、名勝又は天然記念物の現状変

更又は保存に影響を及ぼす行為（以

下「現状変更等」という。）を必要と
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する理由 

十　現状変更等の内容及び実施の方法 

十一　現状変更等により生ずる物件の滅

　失若しくはき損又は景観の変化その他

　現状変更等が史跡、名勝又は天然記念

　物に及ぼす影響に関する事項 

十二　現状変更等の着手及び終了の予定

　時期 

十三　現状変更等に係る地域の地番 

十四　現状変更等に係る工事その他の行

　為の施行者の氏名及び住所又は名称及

　び代表者の氏名並びに事務所の所在地 

十五　その他参考となるべき事項 

２　埋蔵文化財の調査のための土地の発掘

を内容とする現状変更等の場合におけ

る許可申請書には、前項各号に掲げる事

項の外、左に掲げる事項を記載するもの

とする。 

一　発掘担当者の氏名及び住所並びに経

歴 

二　出土品の処置に関する希望

　（許可申請書の添附書類等） 

第２条　前条の許可申請書には、左に掲げ

る書類、図面及び写真を添えなければな

らない。 

一　現状変更等の設計仕様書及び設計図 

二　現状変更等に係る地域及びこれに関

連する地域の地番及び地ぼうを表示

した実測図 

三　現状変更等に係る地域のキヤビネ型

写真 

四　現状変更等を必要とする理由を証す

るに足りる資料があるときは、その

資料 

五　許可申請者が所有者以外の者である

ときは、所有者の承諾書 

六　許可申請者が権原に基く占有者以外

の者であるときは、その占有者の承

諾書 

七　管理団体がある場合において、許可

申請者が管理団体以外の者であると

きは、管理団体の意見書 

八　管理責任者がある場合において、許

可申請者が管理責任者以外の者であ

るときは、管理責任者の意見書 

九　前条第２項の場合において、許可申

請者が発掘担当者以外の者であると

きは、発掘担当者の発掘担当承諾書 

２　前項第二号の実測図及び同項第三号の

写真には、現状変更等をしようとする箇

所を表示しなければならない。

　（終了の報告） 

第３条　法第 125 条第１項の規定による許

可を受けた者は、当該許可に係る現状変

更等を終了したときは、遅滞なくその旨

を文化庁長官（法第 184 条第１項第二号

及び令第５条第４項第一号の規定によ

り当該許可を都道府県又は市の教育委

員会が行った場合には、当該都道府県又

は市の教育委員会）に報告するものとす

る。 

２　前項の終了の報告には、その結果を示

す写真又は見取図を添えるものとする。 

　（維持の措置の範囲） 

第４条　法第 125 条第１項ただし書の規定

により現状変更について許可を受ける

ことを要しない場合は、次の各号のいず

れかに該当する場合とする。 

一　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、

又は衰亡している場合において、そ

の価値に影響を及ぼすことなく当該

史跡、名勝又は天然記念物をその指

定当時の原状（指定後において現状

変更等の許可を受けたものについて

は、当該現状変更等の後の原状）に

復するとき。 

二　史跡、名勝又は天然記念物がき損し、

又は衰亡している場合において、当

該き損又は衰亡の拡大を防止するた

め応急の措置をするとき。 
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三　史跡、名勝又は天然記念物の一部が

き損し、又は衰亡し、かつ、当該部分

の復旧が明らかに不可能である場合

において、当該部分を除去するとき。 

　（国の機関による現状変更等） 

第５条　各省各庁の長その他の国の機関が、

　史跡、名勝又は天然記念物の現状変更等

　について、法第 168 条第１項第一号又は

　第２項の規定による同意を求めようとす

　る場合には第１条及び第２条の規定を、

　法第 168 条第１項第一号又は第２項の規

　定による同意を受けた場合には第３条の

　規定を準用する。

２　法第 168 条第３項で準用する法第 125

条第１項ただし書の規定により現状変

更について同意を求めることを要しな

い場合は、前条各号に掲げる場合とす

る。 

　（管理計画） 

第６条　令第５条第４項第一号ヌの管理の

ための計画（以下「管理計画」という。）

には、次に掲げる事項を記載するものと

する。 

一　史跡、名勝又は天然記念物の別及び

名称

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地

四　管理計画を定めた教育委員会 

五　史跡、名勝又は天然記念物の管理の  

状況 

六　史跡、名勝又は天然記念物の管理に  

関する基本方針 

七　史跡、名勝又は天然記念物の現状変

更等の許可の基準及びその適用区域 

八　その他参考となるべき事項 

２　管理計画には、史跡、名勝又は天然記

念物の許可の基準の適用区域を示す図面

を添えるものとする。 

特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然

記念物の復旧の届出に関する規則

（昭和 29 年６月 29 日文化財保護委員会規

則第９号）

最終改正：平成 17 年３月 28 日文部科学省

令第 11 号

　（復旧の届出） 

第１条　文化財保護法（昭和 25 年法律第

214 号。以下「法」という。）第 127 条

第１項の規定による届出は、次に掲げる

事項を記載した書面をもって行うもの

とする。 

一　史跡（特別史跡を含む。以下同じ。）

名勝（特別名勝を含む。以下同じ。）

又は天然記念物（特別天然記念物を

含む。以下同じ。）の別及び名称

二　指定年月日 

三　史跡、名勝又は天然記念物の所在地 

四　所有者の氏名又は名称及び住所 

五　権原に基づく占有者の氏名又は名

称及び住所 

六　管理団体がある場合は、その名称及

び事務所の所在地 

七　管理責任者がある場合は、その氏名

及び住所

八　復旧を必要とする理由 

九　復旧の内容及び方法 

十　復旧の着手及び終了の予定時期 

十一　復旧施工者の氏名及び住所又は名

　称及び代表者の氏名並びに事務所の所

　在地 

十二　その他参考となるべき事項 

２　前項の届出の書面には、左に掲げる書

類、写真及び図面を添えるものとする。 

一　設計仕様書 

二　復旧をしようとする箇所を表示した

当該復旧に係る地域又は復旧をしよ

うとする箇所の写真及び図面 

三　復旧をしようとする者が管理団体で

あるときは、所有者及び権原に基く
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占有者の意見書

　（届出書及びその添附書類等の記載事項

等の変更） 

第２条　前条第１項の届出の書面又は同条

第２項の書類又は写真若しくは図面に

記載し、又は表示した事項を変更しよう

とするときは、あらかじめ文化庁長官に

その旨を届け出なければならない。 

　（終了の報告） 

第３条　法第 127 条第１項 の規定により

届出を行った者は、届出に係る復旧が終

了したときは、その結果を示す写真及び

図面を添えて、遅滞なくその旨を文化庁

長官に報告するものとする。 

　（復旧の届出を要しない場合） 

第４条　法第 127 条第１項ただし書の規定

により届出を要しない場合は、次の各号

のいずれかに該当する場合とする。 

一　法第 118 条又は第 120 条で準用する

法第 35 条第１項の規定による補助金

の交付を受けて復旧を行うとき。 

二　法第 122 条第１項又は第２項の規定

による命令又は勧告を受けて復旧を

行うとき。 

三　法第 125 条第１項の規定による現状

変更等の許可を受けて復旧を行うと

き。

　（国の所有に属する史跡、名勝又は天然

記念物の復旧の通知） 

第５条　法第 167 条第１項第五号の規定に

よる史跡、名勝又は天然記念物の復旧の

通知には、第１条から第３条までの規定

を準用する。 

２　法第 167 条第１項第五号括弧書の規定

により史跡、名勝又は天然記念物の復旧

について通知を要しない場合は、次の各

号のいずれかに該当する場合とする。 

一　法第 168 条第１項第一号又は第２項

の規定による同意を得て復旧を行う

とき。 

二　法第 169 条第１項第二号の規定によ

る勧告を受けて復旧を行うとき。 
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United Nations Educational,Scientific and Cultural Organization

http://unesdoc.unesco.org/images/0012/001260/126065e.pdf,(accessed 2014-03-19）
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４．松浦市鷹島海底遺跡保存活用方針

＊平成 18 年 12 月７日　松浦市鷹島海底遺跡保存活用方針策定

　　　　　　　　　　　＊平成 22 年１月５日　 最終修正

松浦市の教育努力目標である「文化財の保護・活用と豊かな郷土文化の振興」を具現化

するため、また、新市建設計画の基本理念である『自然のめぐみを活かした「個性」きら

めく「交流」と「ぬくもり」のあるまちづくり』を実現させるため、さらには、主要施策

である「地域の個性を育む歴史文化の継承」を実現するために、鷹島海底遺跡を対象とし

た保存活用方針を作成します。

１．鷹島海底遺跡の発見から調査の経緯について

鷹島は蒙古襲来にいう「弘安の役」の際、鷹島沖に集結した東路軍及び江南軍あわせて

約 4,400 隻の大艦隊が大暴風雨によって沈没・難破した場所として世に知られています。

蒙古襲来は、わが国の歴史上きわめて重要な事件であり、鷹島及びその周辺海域はその舞

台であると同時に、世界の海難史上にも類を見ない事件の舞台であります。また、鷹島南

岸の海底からは、以前から地元の漁師によって碇石、壺や碗などが引き揚げられていま

す。江戸時代に海底から引き揚げられたという伝承を持つ銅造如来坐像は、昭和 49 年 10

月に長崎県有形文化財に指定されており、現在、鷹島町原の市杵島神社に祀られていま

す。さらに昭和 49 年鷹島神崎海岸で発見された青銅印はパスパ文字で刻まれ、側面に「至

元十四年（1277）九月造」とあり、元軍の遺品「鷹島の管軍総把印」として平成元年３月

に長崎県有形文化財に指定されました。

①鷹島海底遺跡の発見

東海大学の茂在寅男氏を中心として、昭和 55 年度から３カ年計画で、文部省科学研

究費特定研究「古文化財に関する保存科学と人文・自然科学」のなかの「水中考古学

に関する基礎的研究」による実験調査地として北松浦郡鷹島町（現松浦市）が選ばれ

ました。その目的は欧米に比べて遅れている水中考古学の調査研究方法を確立させる

ことと蒙古襲来という歴史的事件を水中考古学の立場から解明することにありました。

　　この調査では、音響測深機のソノストレーター及びサイドスキャンソナーを使用した

海底下の状況調査やダイバーによる遺物（碇石・石製砲弾・陶器片等）の引き揚げ作業

が行われましたが、引き揚げには海底上の砂泥を吸い上げるエアーリフトの使用実験も

行われました。調査の結果、引き揚げられた遺物の特徴や海岸で採集された青銅印は元

軍の所持していた遺物と判断され、ここに元の大軍が襲来し、台風を避けて鷹島南岸に

避難したものの、その大半が壊滅したと伝わる史実が考古学的知見によって確認されま

した。

②遺跡の周知	

昭和 55 年度の成果をもとに、鷹島南岸にはまだかなりの遺物が分布している可能性

があることから、昭和 56 年７月に鷹島南岸の東側干上鼻から西側の雷岬までの約 7.5k

m、汀線から沖合約 200 ｍまでの範囲、約 150 万㎡の海域が蒙古襲来に関係する遺物を

包蔵する「鷹島海底遺跡」として周知され、以後、開発行為を行う場合は事前に文化財
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保護法に基づく手続きをすることが義務付けられています。

③調査の経緯

鷹島海底遺跡に関する調査経緯

昭和 58 年度　　 床浪地区防波堤建設工事に伴う緊急発掘調査

昭和 63 年度　　 床浪港改修工事（護岸）に伴う試掘調査

平成 元年度　 　床浪港改修工事（埋立て・浚渫）に伴う緊急発掘調査

平成 元年度　 　文部省科学研究費補助金による学術調査

平成 ２年度　 　文部省科学研究費補助金による学術調査

平成 ３年度　 　文部省科学研究費補助金による学術調査

平成 ４年度　 　床浪港改修工事（護岸）に伴う緊急発掘調査

平成 ４年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 ５年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 ６年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 ６年度　 　神崎港防波堤工事に伴う緊急発掘調査

平成 ７年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 ７年度　 　神崎港防波堤工事に伴う緊急発掘調査

平成 ８年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 ９年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 10 年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 11 年度　 　鷹島海底遺跡詳細分布調査（目視調査）

平成 12 年度　 　神崎地区で範囲確認調査

平成 12 年度　 　神崎港改修工事（護岸）に伴う緊急発掘調査

平成 13 年度　 　神崎地区で範囲確認調査

平成 13 年度　 　神崎港改修工事（船着場・浚渫）に伴う緊急発掘調査

平成 14 年度　 　神崎港改修工事（防波堤・荷揚げ場）に伴う緊急発掘調査

平成 14 年度     神崎地区で範囲確認調査

平成 15 年度     神崎地区で範囲確認調査

平成 16 年度　　 神崎地区で範囲確認調査

平成 17 年度　　 神崎地区で範囲確認調査、鷹島南岸で海底探査

平成 18 年度　 　福島西岸で海底探査

平成 19 年度　 　今福北岸で海底探査

平成 20 年度　 　調川・志佐北岸及び飛島南岸で海底探査

平成 21 年度　 　御厨北岸・星鹿東岸で海底探査

平成 22 年度　 　星鹿津崎東岸で海底探査予定

平成 23 年度　 　青島南岸から東岸で海底探査予定

平成 24 年度　 　青島東岸で海底探査予定

④調査報告書

旧鷹島町教育委員会で実施した昭和 58年度から平成 17年度までの鷹島海底遺跡に関

する調査の成果は、以下のとおり報告書として刊行しています。

　　床浪海底遺跡　　      床浪港改修工事に伴う緊急発掘調査報告書　
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      鷹島町教育委員会・床浪海底遺跡発掘調査団　1984

　　鷹島海底遺跡　　      床浪港改修工事に伴う緊急発掘調査報告書　

      鷹島町教育委員会  1992

　　鷹島海底遺跡Ⅱ　      床浪港改修工事に伴う緊急発掘調査報告書  

      鷹島町教育委員会  1993

　　鷹島海底遺跡Ⅲ        鷹島町神崎港改修工事に伴う緊急発掘調査報告書　

      鷹島町教育委員会　1996

　　鷹島海底遺跡Ⅳ　      鷹島海底遺跡内容確認発掘調査報告書１　

      鷹島町教育委員会  2001

　　鷹島海底遺跡Ⅴ        鷹島町神崎港改修工事に伴う緊急発掘調査報告書②　

      鷹島町教育委員会　2001

　　鷹島海底遺跡Ⅵ        鷹島海底遺跡内容確認発掘調査報告書２  

      鷹島町教育委員会　2002

　　鷹島海底遺跡Ⅶ        鷹島町神崎港改修工事に伴う発掘調査概報　

      鷹島町教育委員会　2002

　　鷹島海底遺跡Ⅷ        鷹島町神崎港改修工事に伴う発掘調査概報②　

      鷹島町教育委員会　2003

　　鷹島海底遺跡Ⅸ        鷹島海底遺跡内容確認発掘調査報告書３　

      鷹島町教育委員会　2003

　　鷹島海底遺跡Ⅹ        鷹島海底遺跡内容確認発掘調査報告書４　

      鷹島町教育委員会  2004

　　鷹島海底遺跡Ⅺ        鷹島海底遺跡内容確認発掘調査報告書５　

      鷹島町教育委員会  2005

　　松浦市内遺跡確認調査（１） 鷹島町内遺跡確認調査報告

　　　　　　　　　　　　　　　松浦市教育委員会　2007

　　松浦市鷹島海底遺跡　      平成 13・14 年度鷹島町神崎港改修工事に伴う緊急発掘調 

                                査報告書　松浦市教育委員会　2008

平成４年度から平成 11 年度にかけて実施された鷹島海底遺跡詳細分

布調査（目視調査）は、旧鷹島町における単独事業で、調査はＮＰＯ法

人アジア水中考古学研究所（旧九州・沖縄水中考古学協会）に委託され

ています。しかし、これに係る調査報告書が刊行されていないため、平

成 18 年度刊行の報告書に附編として掲載しています。

２．保存活用の基本方針

　鷹島海底遺跡は、遺物が海底に分布しているため状況の把握が大変難しいという問題を

かかえています。そのため、遺跡の保存を前提として適切な活用を進め、地域住民及び県

外からの来訪者に対して効果的に情報を提供する必要があります。また、遺跡の状況把握

と基礎資料の収集に努め、海底遺跡に関する様々な情報を発信します。出土遺物の保存処

理及び収蔵施設の建設に努めるとともに、国の重要文化財及び史跡指定や将来的には世界
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遺産登録を目標に、遺跡の価値を理解し郷土の歴史や文化を再認識する場の創出に努める

ことを基本方針として定めます。

　①資料の収集

鷹島海底遺跡は、世界史的に重要な事件である蒙古襲来の姿を出土遺物から復元でき

る可能性を持っています。遺跡については、これまでの詳細分布調査（目視調査）・緊

急調査等によってもその重要性は十分に理解されていますが、その反面全体像の把握と

なると十分とはいえません。よって、鷹島海底遺跡を将来にわたって保護するためにも

遺跡の全体像の把握及び遺跡の範囲確定のための基礎資料の収集が必要です。そのため、

平成 17 年度から５カ年計画で実施している鷹島南岸及び伊万里湾での海底探査を３カ

年延長して、伊万里湾全体の海底地形調査と音波探査の組み合わせによる手法で海底地

形図を作成します。得られた資料のデータベースの構築は、今後の調査計画や学術的な

研究の基礎資料等様々な分野において効果的な利用を図ります。

　②遺物の保存処理

鷹島海底遺跡では、海底から様々な遺物が出土していますが、木製品は、海底から引

き揚げた後そのままにしておくと、腐食及び塩分の結晶化に伴う変質や急激な乾燥によ

る収縮変形を起こしやすいため、それを防ぐ方法として脱塩処理・保存処理を行いま

す。そのため、重要なことは保存処理をどのようにして行うかであり、材種が複合した

遺物もあるため素材にあった保存処理が必要です。それによっては短期間で処理ができ

るもの、あるいは長期間を要するものもあり、その処理方法については専門家の指導を

得て実施することとし、鷹島海底遺跡調査指導委員会に保存処理を検討する専門部会を

設けて対処していきます。また、多くの木製品が出土しており、その中には船の部材と

思われる木製品もあることから、船の建造工程及び構造に関する専門家の指導を得るた

め船舶の専門部会を設けます。

松浦市では、木製品の保存処理作業を行うための専用施設として「松浦市立鷹島埋蔵

文化財センター」を設置し、ＰＥＧ含浸装置を備えています。今後も施設の有効活用を

図り自前による保存処理を行うととともに遺物の保存・保存処理に万全を期していきま

す。また、外部委託等により保存処理が終わった遺物については、埋蔵文化財センター

と隣接して設置している「松浦市立鷹島歴史民俗資料館」で一般公開しています。今後

も保存処理が終わった遺物は随時展示していきます。

　③報告書の作成

　鷹島海底遺跡の調査は、学術調査・詳細分布調査（目視調査）・範囲確認調査・緊急

調査を含めてこれまで 27 回実施されています。そのなかでも平成 13 年度及び 14 年度

に行った神崎地区の神崎港改修工事に伴う発掘調査では概報が作成されており、平成

19 年度の国庫補助事業の一環で埋蔵文化財保存活用整備事業費を活用して緊急調査報

告書として刊行しています。これにより遺跡・遺物の価値付けができるとともに、今後

の神崎地区の国史跡指定、また、出土遺物の重要文化財に向けての基礎資料になりま

す。

　④国の重要文化財及び史跡指定

　平成６年度の神崎港での緊急調査では、木製椗と二石分離型の碇石が原位置で出土し

ました。これによって、使用方法がこれまで不明であった元軍の船の椗の全体構造が
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把握できるようになり、椗の研究上極めて画期的な発見となっております。また、平

成 12 年度から 14 年度の緊急調査では、帯金具・矢束・てつはう・陶磁器・鉄製品・漆

製品・船材・隔壁板等様々な遺物が出土しています。平成 13 年度の調査では『蒙古襲

来絵詞』に描かれた「てつはう」が発見され、これまで絵巻物や文献から想像するしか

なかった元軍の最新兵器の大変貴重な資料になっております。これら一つ一つの遺物は

蒙古襲来という世界史上重要な出来事を解明していく上で大きな手がかりを与えていま

す。鷹島海底遺跡は、考古学のみならず、東アジア史、美術史、造船史、軍事史、岩石

学・理化学といった多方面の研究分野のテーマとして情報を提供できる国内でも大変重

要な遺跡であります。松浦市教育委員会では、長崎県教育委員会の指導を受けてこれら

の出土遺物を国の重要文化財として指定できるように取り組んでいきます。

　鷹島海底遺跡が位置する伊万里湾の海域は、一部が松浦国際貿易港に指定されてお

り、また、福島町にある液化石油ガス国家備蓄福島基地へのＬＰガス搬入搬出のための

大型タンカーの航路にもなっています。特に伊万里湾には、新松浦漁業共同組合による

漁業権もあり、遺跡の範囲確認調査には困難が予想されますが、これらの関係機関・関

係省庁との協議、調整について誠意を持って対処します。

　史跡指定については、海底探査の調査結果及びこれまでの詳細分布調査（目視調査）

等の成果を十分考慮し、指定範囲については座標軸による指定も視野にいれて検討して

いきます。　　

　⑤世界遺産登録

鷹島海底遺跡の出土遺物については、国の重要文化財の指定及び国指定史跡を目指し

ていますが、将来的には他県の蒙古襲来に関係する遺跡と連携しながら世界遺産登録を

めざしていく方針で進めていきます。そのためには行政と住民の協働によってこの価値

を未来に引き継いでいくこと、この地域がより魅力あるものにならなければなりません。

また、多くの人の理解と協力が必要であり、多くの人に鷹島海底遺跡の価値及び重要性

を理解してもらわなければなりません。世界遺産登録前の国内の暫定リスト物件になる

ためには、提案書の作成段階において事前に関係機関（文化庁・長崎県・福岡県等）及

び関係市町村との連携を図り推進していきます。

⑥収蔵施設の建設

　　国の重要文化財に指定される遺物は、耐震・耐火・防犯・空調を備えた保存施設内に

収蔵及び専用の遺物ケースで保管する義務がかせられているため、現有施設である鷹島

埋蔵文化財センターと鷹島歴史民俗資料館を含めての増築を検討し、展示の理念を「元

寇ロマンの島から平和を求めて（仮称）」をメインテーマとして体系的な展示ができる

ようにします。

　　平成 21 年４月の鷹島肥前大橋の開通に合わせ、３号椗を奈良文化財研究所との共同

研究による真空凍結乾燥法で保存処理を行い、処理後の一般公開する展示施設として埋

蔵文化財センターのコーナー部分の改修を行います。

３．行動計画

　鷹島海底遺跡は、遺跡と、これを取り巻く自然、そして人々の暮らしが一体となっては

じめて価値を持つ遺産であります。
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　地域に住む人々と、この地を訪れる人たちが、温かく交流し、遺跡を守り、そして活用

しながら、ともに国民共通の財産として将来に引き継いでいくことが私たちの目指す鷹島

海底遺跡の姿でもあります。この実現に向けて次の３点を行動計画として定めて行動して

いきます。

　①鷹島海底遺跡の価値を理解し、守ります

　②鷹島海底遺跡を究め、伝えます

　③鷹島海底遺跡の価値を活かし、招きます

①鷹島海底遺跡の価値を理解し、守ります

文化財保護法を基本として、出土遺物の国の重要文化財指定及び史跡指定に向けて適

切に保存活用を図っていきます。このため、多くの人に保存活用に協力してもらう必

要があります。

また、こうした積極的な保存管理のほかに重要文化財指定後の観光客の増加に対応し

ながら遺跡や自然・住民の暮らしを守るための対策を行います。

②鷹島海底遺跡を究め、伝えます

鷹島海底遺跡は、主要な部分が海底に残る遺跡であり、遺跡全体にかかる学術的価値

に不明な部分が多いため、今後も専門の職員による継続した調査研究ができるよう体

制の充実を図ります。また、鷹島海底遺跡の歴史、地域との関わり、世界史・日本史

への影響も広範で多岐に及ぶものであり、これらを総合的に調査研究する視点も必要

です。これらの調査研究した資料を保管し、調査研究の成果をとりまとめ、効果的な

情報提供を行い、県内外に向けて情報を発信していきます。鷹島海底遺跡に関心を持っ

てもらうためには、より効果的な広報活動を進めるとともに、松浦市域内の小中学校

の総合学習の時間帯及び公民館講座等で学習機会の確保を図り、郷土意識の向上と郷

土愛の醸成に努めます。

③鷹島海底遺跡の価値を活かし、招きます

鷹島海底遺跡の重要文化財指定後は、鷹島への観光客の増加が見込まれますが、遺跡

は一般的な観光地ではないため急激な観光地化は望むものではありません。

鷹島海底遺跡は、見ただけではわからない様々な魅力を持っており、その魅力を伝え、

新たな発見をしてもらうような方法が必要です。自然環境や住民生活に配慮しながら

遺跡の価値を伝えていくため、アクセスルートの整備など、受け入れ体制を整えます。

なお、平成 21 年３月には鷹島肥前大橋（仮称）の完成が予定されています。鷹島海底

遺跡がある松浦市域には、様々な蒙古襲来に関係する資源があり、総合的に活用して

いく方法を検討するとともに鷹島海底遺跡の全体像を理解するため歴史民俗資料館の

充実を図り、来訪者とのコミュニケーションを大切にするための、ボランティアガイ

ドの育成に努めます。

埋蔵文化財センターでは、水中考古学の拠点として、調査・保存・活用に関する研究

会及び講習会等を開催し、水中遺跡が所在する各自治体へ協力を呼びかけ情報の交換・

交流を推進しネットワークの構築を図ります。

鷹島海底遺跡出土遺物の国の重要文化財指定に向け各種講演会等を企画し、市民及び

長崎県民へ遺跡の重要性をアピールしていきます。また、指定を記念して長崎県内の
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文化施設及び九州国立博物館等とも連携して移動展覧会等を企画します。鷹島海底遺

跡への関心の高まりは、様々な資源の活用と情報発信をしていく機会となり、それが

また鷹島海底遺跡の価値と魅力を深め、遺跡を守る地域の活性化につながると確信し

ています。

４．行動指針

行動計画は、基本方針を基に短期・中期・長期的な視野に立ち、当面考えられる平成

24 年度までの行動指針を下記に掲げます。

年度別行動指針計画

平成 18 年度　 　３号椗保存処理　海底探査　保存処理委託（木製品）

　　　　　　 　 報告書作成

平成 19 年度　 　海底探査　保存処理委託（漆製品）　報告書作成　

                ボランティアガイド育成　小中学校・公民館等へ出前講座　

平成 20 年度　　 海底探査　保存処理委託（鉄製品）埋文センター改修　

                ボランティアガイド育成　講習会・講演会の開催　

                小中学校・公民館等へ出前講座　自前による保存処理　

平成 21 年度　　 海底探査　保存処理委託（鉄製品）　自前による保存処理

                ３号椗一般公開

                歴史民俗資料館及び埋文センター看板設置

                資料館トイレ新設　歴史民俗資料館リーフレット作成

平成 22 年度　　 国指定史跡申請　保存処理委託（鉄製品）　

                自前による保存処理　３号椗一般公開

                重要文化財指定候補調査　海底探査

                鷹島海底遺跡に関する副読本・パンフレット作成

平成 23 年度　   保存整備実施計画検討　保存処理委託（木製品）

                自前による保存処理　３号椗一般公開

                重要文化財指定記念講演会及び展覧会の開催

                重要文化財指定候補調査　海底探査

                出土遺物の重要文化財指定申請

平成 24 年度　   保存整備基本計画検討　保存処理委託（木製品）

                自前による保存処理　

                海底探査　伊万里湾海底探査報告書作成

以上、長崎県松浦市教育委員会で策定した松浦市鷹島海底遺跡保存活用方針であり、今

後、文化庁・長崎県教育委員会の指導を基本として、また、松浦市教育委員会が委嘱して

いる鷹島海底遺跡調査指導委員会の意見を受けて必要に応じて随時変更するものとしま

す。
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５．海外における海底遺跡の活用事例について

１．海底遺跡活用例

　①バイア遺跡

　　・イタリア・ナポリ

　　・紀元前２～３世紀のローマの古代都市（保養地）

　　・地殻変動により沈下した遺跡で、水深５ｍに位置する。

　　・視界が良いためダイビングスポットとなっている。

　　・国の観光文化局が管理している。　

　②パンテレリーナ島海底遺跡

　　・イタリア・シシリー島とアフリカのチュニジアの間にある小島。

　　・水深 20 ｍ。

　　・船体は無いが、海底にチップ入りのレプリカの土器類を置いている。

　　・ダイバーが土器にふれると、その遺物に関する情報（時代、特徴等）がダイバーズ　

　　　ウォッチにつけた小さな画面に現れる仕組みになっている。

　　・海底には常時ウェブカメラを設置し、海底の情報は絶えず陸上の施設（博物館や大

　　　学の研究所）に配信される。カメラは移動できるので、いろんな角度で状況がわかる。

　　・ダイバーが土器などを持ち出そうとすると、土器の中のチップが反応することで盗

　　　難を防止することができる。

　　・システムはイタリアのテクノメールという会社が開発した（カメラ・作動システム

　　　など全て含め１～２億円程度）。

　③アレクサンドリア海底遺跡

　　・エジプト・アレクサンドリア

　　・紀元前４世紀の古代エジプト・古代ローマの海底遺跡。

　　・４世紀と 14 世紀の地震により埋没しており、水深は 10 ｍである。

　　・1992 年から調査開始。柱の台座やスフィンクスのような像などが発見されている。

　　・2001 年から一般に潜水が許可されているが、視界は悪い。　

　④フロリダ海底遺跡ミュージアム

　　・アメリカ・フロリダ州。

　　・フロリダ半島全域に 11 箇所の海底遺跡がある。全てがダイビングスポットとなっ　

　　　ている。

　　・18 世紀から 20 世紀の沈没船や大砲などの遺物が埋没しており、州政府が管理して

　　　いる。

２．沈没船の活用例

　①バーサ号

　　・スウェーデン・ストックホルム

　　・17 世紀のスウェーデン帆船。17 世紀に沈没している。

　　・1956 年に引き揚げられ、保存処理を実施し、国立バーサ博物館で展示中。
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　　・海中が低温であったためフナクイムシの被害を免れ、ほぼ完全な姿で残存してい

　　　た。

　②バタビア号

　　・オランダ東インド会社の武装帆船で、1629 年オーストラリアパース沖で沈没。

　　・1963 年にオーストラリアが引き揚げ、船体はオーストラリア・フリーマントルの

　　　難破船博物館に展示されている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　・オランダの造船家が政府の支援なしに完全な船体を再建されている。

　　・再建船は 1995 年オランダに曳航され、現在アムステルダムレリスタットの国立海

　　　洋史センターで停泊・公開されている。　

　③新安沈没船

　　・1975 年に韓国全羅南道新安郡知島邑防築里道徳島沖合、水深 30 ｍの海底で発見さ

　　　れる。

　　・復元された船は長さ 30 ｍ、幅 9.4 ｍ、規模 200 トンである。

　　・14 世紀の中国の交易船で、八つの隔壁板で仕切られた船倉がある。

　　・京都の東福寺などの発注による物産等を積んで、1323 年頃に中国寧波から博多に　

　　　向けて航行中に大風に遭い、韓国西部で沈没する。

　　・調査は 1976 年から 1984 年まで、海軍文化財管理局で 11 回実施している。

　　・出土品は木浦市の国立海洋文化財研究所博物館（1994 年開館）と国立中央博物館

　　　で展示されている。

　　・出土遺物には、陶磁器２万点を超え、金属製品 729 点、銅銭約 800 万枚総重量 28

　　　トン、紫檀木 1,017 点、硯、砥石、石臼等あり。

　④莞島沈没船

　　・1977 年、全羅南道莞島郡薬山面漁頭里沖合、水深 15 ｍの地点から高麗青磁が引き

　　　揚げられる。

　　・1983 年から 1984 年までに調査が実施され、船体の一部が引き揚げられる。

　　・朝鮮の伝統的建造方法を使った貿易船で、竜骨ではなく角材を使用した平らな船底

　　　である。

　　・出土遺物には、海南地方窯産の３万点以上におよぶ青磁から 11 世紀中・後半頃に

　　　活躍した船と推定されている。

　⑤南海１号船

　　・1987 年、広東省陽江市東平港の南約 37 ㎞、水深 25 ｍの海底で発見される。

　　・１ｍのシルト層で保護されており、長さ 30.4 ｍ、幅 9.8 ｍある。

　　・南宋時代（約840年前）の交易船で、甲板は腐食し消滅しているが、船体部分が残っ 

      ている。

　　・2007 年、沈没船を周囲の泥と一緒に巨大な鉄製の箱に入れ、水に浸した状態で引

　　　き揚げられている。

　　・広東海上シルクロード博物館内の巨大プールの中で保管中である。

　　・調査は、広東省文物考古研究所が実施中で、現在船体周囲の泥を慎重に調査・研究

　　　中で、2009 年から船内中央部を部分的に調査している。

　　・陶磁器、金属器、銅銭など 200 点が確認されているが、最終的には６～８万点の遺　
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　　　物が予想されている。　

　　・1989 年、中国歴史博物館と日本の水中考古学研究所が共同で「日中連合中国南海

　　　沈没船調査学術委員会」を結成し、この沈没船を南海１号と名づけている。

　⑥泉州船

　　・1974 年、中国福建省泉州后渚で発見される。

　　・南宋時代の交易船で、復元された船は全長 34.5 ｍ、幅 11 ｍ、高さ４ｍ、積載重量

　　　約 200 トンである。
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６．モンゴル帝国に侵攻を受けた主な都市及び戦場

①東アジア・東南アジア

■第一次対金戦争（1211 ～ 1215）、第二次対金戦争（1230 ～ 1234）

　モンゴル・南宋戦争（1235 ～ 1279）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

中
華
人
民
共
和
国

開
カイフォン

封 現在の河南省開封市。北宋の首都で

あった。宋を征服した金がモンゴル

帝国により攻められて領土の大半を

奪われた後、この地に遷都して抵抗

を続けたが、程なく滅ぼされた。金

滅亡後、南宋が中原回復を掲げ、協

定を破り奪回したが、南宋軍は物資

の現地調達ができず、飢えに苦しみ

開封を放棄して潰走した。

金滅亡時にモンゴル軍は投石

器を使って、手榴弾のように

火薬を打ち込んだと言われて

いるが、遺物、遺構等は特に

残っていない。

中
チュウト

都 現在の北京市一帯。金の首都であっ

た。第一次対金戦争で中都を包囲し

たモンゴル軍は金に「城下の盟」を

求め、金もそれに応じた。これによ

り、モンゴル軍は内蒙古に退いたが、

金の第８代皇帝宣
センソウ

宗が開封に逃れよ

うとし、諸族の混成軍が反乱を起こ

したため、モンゴルに援軍を求める

こととなり、モンゴル軍は再び南下

し中都は落城した。

モンゴル本土と中国の中継点

であることから、落城後にい

ち早く復興され、北中国支配

の拠点となった。フビライ・

ハーンの時代に、城市の東北

に接する土地に新たな都市

（大都）が建設され、元の首

都となった。現在、元時代の

遺跡は城壁の一部が残存し、

大都城壁遺跡公園となってい

るが、モンゴル軍の侵攻に伴

う遺構や遺物は残っていない。

洛
ルオヤン

陽 現在の河南省洛陽市。中原回復を掲

げた南宋が開封とともにモンゴルよ

り奪回したが、モンゴル軍は黄河を

決壊させて南宋軍に損害を与え、次

いで洛陽を強襲した。南宋軍は開封

とともに洛陽を放棄して潰走した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

中
華
人
民
共
和
国

鄂
ガクシュウ

州 現在の湖北省鄂州市。モンゴルと南

宋戦争の際に、初めて長江を渡った

モンゴル軍に包囲された。その後、

フビライが北に帰ったために、包囲

は解かれたが、1274 年に陥落した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

襄
シアンヤン

陽・樊
ファンチョン

城 現在の湖北省襄陽市。華北と漢水（揚

子江の支流）中流の接点となる要衝

で、南宋の北方の金・モンゴルに対

する最前線基地であった。1268 年か

ら５年に渡り南宋とモンゴルとの攻

防が繰り広げられた。名将呂文煥が

守る襄陽は漢水対岸の樊城との水陸

連携の攻撃で、モンゴル軍を長く苦

しめたが、モンゴル軍による大規模

な長期包囲や、新兵器の回回砲によ

る攻撃に屈して陥落した。

モンゴル軍は長期包囲のため

に長大な土塁の包囲陣を築い

たとされるが、現在は残され

ていない。

臨
リンアン

安 現在の浙江省杭州市。南宋の首都で

あったが、1276 年にモンゴル軍に無

血開城した。これにより、南宋は事

実上滅亡した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

崖
ガイザン

山 南宋が、名実ともに滅亡した 1279 年

の「崖山の戦い」の地。現在の広東

省江
コウ

門
モン

市。戦場跡を眺望できる場所

が公園となっており、復元された当

時の戦艦をモニュメントとし、その

内部では「崖山の戦い」の再現ＣＧ

が上映されているほか、復元船の上

が展望台となっている。

海戦であり沈没船等が海底に

残存している可能性がある

が、未調査であり現状では不

明である。

釣魚城 重慶市に所在する城跡で、モンゴル

と南宋戦争における主要な古戦場の

一つ。1259 年の戦いでは城内からの

砲撃でモンゴル皇帝のモンケ・ハー

ンが重傷を負い死亡したことから、

モンゴル軍は一時、南宋からの撤退

を余儀なくされた。

城門や仏教関連の遺跡があ

り、重慶の著名な観光地と

なっている。2007 年、発掘

中の奇勝門の北 150 ｍの場所

から、長さ 35 ｍの地下トン

ネルが発見された。モンゴル

軍が城内への侵攻を企て掘っ

たものと考えられている。
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■高麗侵攻（1231 ～ 1232、1235、1247 ～ 1259、1271 ～ 1273）

国名 名称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国

義
ウィジュ

州 現在の平
ピョンアンブクト

安北道義州郡。鴨緑江沿いに位置

し、古来より朝鮮半島の西北の関門であった。

1231年、高麗のモンゴル使節殺害を機に始まっ

たモンゴルの第１次高麗侵攻の折には、最初

の攻撃目標となり、将軍サルタク・コルチに

率いられたモンゴル軍により、瞬時に陥落さ

れた。高麗の将軍洪
ホン・ボグォン

福源は 1,500 戸を引き連

れてモンゴルに降伏した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

安
アンジュ

州 現在の平
ピョンアンナムド

安南道安州市。朝鮮半島の西北地域

の中心部の一つ。モンゴルの第１次高麗侵攻

で、モンゴル軍の侵攻に対して、高麗の崔
チ ェ ウ

瑀

は歩兵を率いて迎撃したが陥落した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

亀
ク ソ ン

城 現在の平安北道亀城市。モンゴル軍の第１次

高麗侵攻の折に、モンゴル軍に包囲されたが、

反撃を続け陥落しなかった。

モンゴル軍の将軍サルタク・コルチは、敢え

て攻撃を継続せず。これを捨てて一挙に首都

の開城を攻略し、陥落させた。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

開
ケ ソ ン

城 現在の開城市。高麗の首都であった。モンゴ

ル軍の第１次高麗侵攻で陥落した。高麗朝廷

はモンゴルに講和を求めた。これに対しモン

ゴルは、１万枚の毛皮、２万頭の馬など大量

の貢物を要求し、1232 年春、主力軍を北に撤

退させたが、高麗が講和条件を守るかどうか

監視させるため、開城その他の都市に 72 人の

統治官を配置した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺構

や遺物は特に発見されていな

い。

大
韓
民
国

龍
ヨンイン

仁 現在の京
キ ョ ン ギ ド

畿道龍仁市。第１次高麗侵攻の後、

高麗の権力者崔瑀はモンゴルの統治官を殺害

し、国王と開城の民を引き連れて、京畿道沖

にある江
カンファド

華島に朝廷を移した。これに対して、

モンゴルは第２次侵攻を行うが、江華島を制

圧することができず、光
クァンジュ

州で高麗軍に反撃さ

れた。この間、龍仁付近で行われた処
チョインソン

仁城の

戦いでモンゴルの将軍サルタクが流れ矢に当

たり戦死したため、モンゴル軍は撤退を余儀

なくされた（処仁城の戦い）。

高麗の反撃拠点となった処仁

城は、京畿道記念物第 44 号に

指定され、城跡の遺構が残存

している。北側の野原は死葬

跡と呼ばれており、サルタク

が殺された場所と伝えられて

いる。
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■ミャンマー侵攻（1277、1283、1287）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ミ
ャ
ン
マ
ー
連
邦
共
和
国

ンガサウジャン ミャンマーと中国の国境付近に位置す

る現在の中国雲南省保山市付近。1271

年に国号を大元としたフビライのモン

ゴル帝国とビルマ（ミャンマー）のパ

ガン朝との間で行われた最初の戦闘の

地である。入貢と臣従を求めるフビラ

イ・ハーンの使者を拒絶し、処刑した

パガン朝のナラティーハパテ王に対し、

元の雲南方面駐屯軍が派遣された。パ

ガン軍は戦象を率いてモンゴル軍を迎

え撃った。当初は戦象を見慣れないモ

ンゴル軍の騎馬が混乱し、パガン軍は

優位に立った。しかし、モンゴル軍が

下馬して大量に弓を射る作戦に出たこ

とから、戦象が矢に傷つき、苦痛に混

乱して自軍や密林になだれこみ、途上

にあった全てのものを破壊して戦場か

ら離脱した。その後、元軍は再び乗馬

し残ったパガン軍を大いに破った。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は特に発見されて

いない。

バーモ 現在のカチン州バーモ。1283 年に元と

パガン朝間の戦闘が行われた。元軍は

ナラティーハパテ王屈服を目指し、パ

ガン領へ侵攻するが、王は戦わずに首

都バガンを放棄し、ラハニャカラに避

難した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は特に発見されて

いない。

バガン 現在のマンダレー管区バガン。パガン

朝の首都であった。1287 年に元とパガ

ン朝の戦闘が行われた。バモーの戦い

の後のパガン朝の政治的混乱に目を付

けたフビライ・ハーンの孫梁王エセン・

テムルは、大軍をエーヤワディー川流

域に展開し、パガン領を進んで首都パ

ガンを攻撃した。バガンは陥落し、こ

れによりパガン朝は実質的に滅亡した。

バガンはカンボジアのアン

コール・ワット、インドネ

シアのボロブドゥールと並

ぶ世界三大仏教遺跡の一つ

とされている。大小さまざ

まな仏教遺跡が林立してい

る。元の侵攻により破壊さ

れた仏塔や仏像が一部に残

されている。
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■陳朝（ベトナム）侵攻（1257、1285、1287）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ベ
ト
ナ
ム
社
会
主
義
共
和
国

昇
タンロン

龍 現在のハノイ市。陳朝の首都であった。

1257 年から、雲南を占領したモンゴル

軍による侵攻が開始された。モンゴル

軍は紅河を渡河して昇龍を略奪した。

陳朝の王の太
タイソウ

宗は昇龍を放棄して南方

の天
テンマク

幕（現在のハナム省ズイティエン）

に退避し、モンゴル軍の帰還後に、次

子の陳晃（聖宗）に譲位し、モンゴル

帝国に臣従した。

1010 年 か ら 1804 年 ま で、

ベトナムの諸王朝がここに

都を置いたため、各時代の

遺跡が重なって存在する。

2010 年 8 月にユネスコの世

界遺産（文化遺産）に登録

されたが、モンゴル軍の侵

攻に伴う遺構や遺物は特に

発見されていない。

雲
ヴァンドン

屯 現在のクアンニン省ヴァンハイ。元（モ

ンゴル帝国）の第３次ベトナム侵攻の

際に雲屯の戦いが行われた場所。ベト

ナム陳朝の将軍陳
チャンカインズ

慶餘が、雲屯で元軍

の糧船船団に奇襲をかけ、多くの糧船

を沈没または強奪した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は特に発見されて

いない。

白
バ ク ダ ン

藤江 元（モンゴル帝国）の第３次ベトナム

侵攻の帰趨を決した白藤江（バクダン

川）の戦いが行われた場所。元軍は第

３次侵攻で首都昇龍を占領したが、雲

屯の戦いで糧船が陳慶餘率いる軍に

敗れたため、食糧確保と拠点防衛が

難しくなり、陸路と海路の二手に分か

れて撤退を開始した。騎兵の護衛を伴

いつつ白藤江を遡上した元の水軍は、

陳
チャンクォックトアン

国峻 率いる陳朝軍の待ち伏せに遭

い、元軍の水兵はほぼ全滅した。

待ち伏せしていた陳朝軍は、

川に杭を打ち元の軍船が杭

を打ち込んだ地点に差し掛

かると、囮
おとり

の船を使って元

軍を杭のある場所に誘い込

み、攻撃したと伝えられる。

現在、白藤江の戦いがあっ

たと思われる地域の水田の

中から、杭が出土している。

諒
ランソン

山 現在の諒山省諒山市。中国広西チワン

族自治区との国境付近に位置する。第

３次ベトナム侵攻で昇龍から陸路で撤

退した元軍は、諒山で待ち伏せしてい

た陳朝軍に攻撃され、大きな打撃を受

けて、陳朝軍の追撃を受けつつ広西に

逃げ帰った。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は特に発見されて

いない。
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②中央アジア・西アジア

■チンギス・ハーンの征西（1219 ～ 1222）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

カ
ザ
フ
ス
タ
ン
共
和
国

オトラル 現在のカザフスタン南部に位置する

歴史的都市遺跡。中央アジアのオア

シス都市であったが、1210 年にイ

スラム王朝のホラズム・シャー朝に

よって征服された。その後、チンギ

ス・ハーンのカラキタイ旧領の併合

により、モンゴルとの国境最前線と

なった。1218 年、モンゴル帝国が派

遣した通商使節団 450 人が、オトラ

ルの総督により殺害される事件が起

こった。この事件を契機に、チンギ

ス・ハーンのホラズム・シャー朝侵

攻が開始され、オトラルはモンゴル

軍により徹底的に破壊された。

現在は発掘調査と保存整備

事業が行われており、カザ

フスタンを代表する歴史遺

産・観光資源となっている。

ティムール朝期のモスクの

跡等の遺構が整備されてい

るが、モンゴルとの戦いの

跡を示す遺構や遺物は発見

されていない。

イ
ラ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国

ニーシャープール 現在のラザヴィー・ホラーサーン州

ニーシャープール。地中海やアナト

リアと中国を結ぶシルクロードに位

置しており、イラン高原と中央アジ

アを分ける境界に位置する。中世に

はヨーロッパへ輸出する陶磁器の生

産で繁栄し、セルジューク朝の祖・

トゥグリル・ベグが 1037 年に宮殿

を造営した。1221 年、チンギス・ハー

ンの娘婿がこの地で殺されるとモン

ゴルはこの地を破壊、ほぼすべての

住民が殺害された。

中世都市ニーシャープール

の中心部はシャーデ・ヤッ

ハ遺跡として、発掘されて

いる。発掘調査はまだ全体

の一部しか行われていない

が、セルジューク朝時代の

土器や建物跡、城壁の一部

などが発見されている。モ

ンゴルによる戦闘の遺物等

は発見されていない。

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国

サマルカンド 現在のサマルカンド州サマルカンド

地区。紀元前 10 世紀頃からイラン

系民族のオアシス都市として発展

し、いくつもの王朝の支配を受けな

がらも数世紀にわたって繁栄を続け

てきたが、1220 年、チンギス・ハー

ンのホラズム・シャー朝侵攻の際に、

モンゴル軍に攻められ徹底的に破壊

された。

当時の旧サマルカンドは、

現在の市街地の北側にあり、

アフラシヤブと呼ばれてい

る。後にティムール朝の王

族たちの廟が築かれた。モ

ンゴル軍の戦闘に伴う遺

構等は発見されていない。

2001 年文化交差点として世

界遺産になった。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン
共
和
国

ブハラ 現在のブハラ州ブハラ地区。ザラフ

シャン川下流域に古代より栄えたオ

アシス都市であったが、９世紀後半、

土着のイラン系貴族がアッバース朝

から自立して樹立したサーマーン朝

の首都となり発展した。10 世紀末に

サーマーン朝が滅亡した後は、カラ

ハン朝、ホラズム・シャー朝の支配

下に入った。チンギス・ハーンのホ

ラズム・シャー朝への侵攻に伴い、

モンゴル軍により破壊された。

ブハラ歴史地区として 1993

年、ユネスコの世界遺産に

登録された。モンゴル軍と

の戦闘に伴う遺構等は発見

されていない。

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

ウルゲンチ 現在のダショグズ州クフナ・ウルゲ

ンチ。ウズベキスタンとの国境近く

に位置する。12 世紀末から 13 世紀

初頭にかけホラズム・シャー朝の首

都として繁栄したが、チンギス・ハー

ンのホラズム・シャー朝への侵攻に

伴い、1221 年にモンゴル軍に攻めら

れ破壊された。

2005 年にユネスコの世界遺

産に登録された。ホラズム・

シャー朝期からティムール

朝期の遺跡が残されている

が、モンゴル軍との戦闘に

伴う遺構等は発見されてい

ない。

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国

ヘラート 現在のヘラート州ヘラート市。ホ

ラーサーン地方の東部に位置し、中

央アジアとインド亜大陸、西アジア

を結ぶ重要な交易路上にあって古来

より栄えた。チンギス・ハーンのホ

ラズム・シャー朝への侵攻に伴い、

1221 年にモンゴル軍に攻められ、城

塞が破壊され、多くの住民が殺害さ

れた。

モンゴル軍との戦闘に伴う

遺構等は発見されていない。

バルフ 現在のバルフ州バルフ。古代より交

易路の拠点として繁栄した。７世紀

中頃よりウマイヤ朝、アッバース朝

等、イスラム勢力の諸王朝の支配を

受けた。1220 年、ホラズム・シャー

朝のアラーウッディーン・ムハンマ

ドの追捕として侵攻してきたモンゴ

ル軍によって街は破壊されたと伝わ

る。

バルフ近くに城壁に囲まれ

た巨大な廃墟があり、古代

バクトリア王国の首都バク

トラと見做され、しばしば

発掘が試みられたが、バク

トラに比定すべき証拠は発

見されていない。モンゴル

軍による侵攻の跡も特に発

見されていない。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国

バーミヤーン 現在のバーミヤーン州バーミヤーン

市。ヒンドゥークシュ山中の中継都

市として繁栄していたが、ホラズム・

シャー朝の残党を追って攻め入って

きたチンギス・ハーン自ら率いるモ

ンゴル軍に攻略された。この戦闘中、

チンギス・ハーンの次男チャガタイ

の子、モエトゥケンがバーミヤーン

側の放った矢にあたって戦死したた

め、激怒したチンギス・ハーンによっ

て全ての住民が殺害され、街は徹底

的に破壊されたと伝えられる。これ

によってバーミヤーン市は全くの廃

墟となり、その後数百年にわたって

無人となった。

2003 年に「バーミヤーン渓

谷の文化的景観と古代遺跡

群」の名称でユネスコの世

界遺産に登録された。モン

ゴル軍の侵攻の跡を示す遺

構や遺物は特に発見されて

いない。

パルヴァーン 現在のパルヴァーン州。アフガニス

タンの首都・カブールの近郊に位置

する。チンギス・ハーンの西征で首

都サマルカンドから逃走した国王ア

ラーウッディーン・ムハンマドに代

わりスルタンに即位したジャラー

ルッディーンは、３万の兵を集めて

モンゴル軍の動きを窺っていたが、

パルヴァーンでシギ・クトク率いる

モンゴル軍の一軍とぶつかった。不

意をつかれたモンゴル軍は、ジャ

ラールッディーンの軍に敗れ逃走し

た。

モンゴル軍との戦闘に伴う

遺構、遺物は特に発見され

ていない。
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■フレグの征西（1253 ～ 1260）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

イ
ラ
ン
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国

アラムート城塞 イラン北西部の都市ガズビーン近郊

のアルボルズ山脈中にある城塞跡。

モンゴル帝国に服属しないイスラム

教シーア派の一派、ニザール派の拠

点であった。モンゴル軍はアラムー

トを中心とする山城群を包囲し、弩

砲などの強力な攻城兵器を使用し

て、ついにアラムート城塞を開城さ

せた。

山上に城塞の跡が残されて

いるが、モンゴル軍との戦

闘の跡については不明であ

る。

イ
ラ
ク
共
和
国

バグダード 現在のバグダード市。アッバース朝

の首都であり、東西交易の中心地と

して、最盛期には 100 万人の居住者

と６万人の精強な軍隊を誇っていた

と伝えられる。1257 年に 11 月にチ

ンギス・ハーンの孫であるフレグが

率いるモンゴル軍に包囲され、攻城

兵器と投石器による攻撃で城壁が破

壊され、1258 年２月に陥落しモンゴ

ル軍により、徹底的な破壊を受けた。

包囲の際に中国人部隊が柵

と溝を建設したと伝えらえ

るが、遺構や遺物は発見さ

れていない。

シ
リ
ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国

アレッポ 現在のアレッポ県アレッポ市。シリ

アの首都ダマスカスの北約 300 キロ

メートルに位置する。ユーフラテス

川と地中海方面を繋ぐ交通の要衝で

あり、古くから商業都市として栄え

た。1260 年シリア・エジプト方面

への侵攻を開始したフレグが率いる

モンゴル軍により征服され破壊され

た。

12 世紀の姿のままで残って

いる。1986 年に「古代都市

アレッポ」の名称で、ユネ

スコの世界遺産に登録され

た。モンゴル軍との戦闘の

跡を示す遺構や遺物は発見

されていない。

ダマスカス 現在のダマスカス。1260 年、フレグ

が残したト・ブカ率いるシリア駐留

のモンゴル軍に攻められ陥落した。

旧市街に残る歴史的構造物

が「古代都市ダマスカス」

の名称で、ユネスコの世界

遺産に登録されているが、

モンゴル軍との戦闘の跡を

示す遺構や遺物は発見され

ていない。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

パ
レ
ス
チ
ナ

アイン・ジャールート 現在のアイン・ジャールート村。マ

ムルーク朝領への侵攻を開始したキ

ト・ブカ率いるシリア駐留のモンゴ

ル軍とマムルーク朝軍の戦闘が行わ

れた場所。マムルーク朝軍はまず先

方隊を投入し、モンゴル軍を誘い出

した。マムルーク朝軍に突撃して一

気に勝敗を決しようとし、先方隊を

追撃したモンゴル軍は、待ち受けて

いたマムルーク朝軍本隊によって包

囲、攻撃され、壊滅した。シリア駐

留モンゴル軍の壊滅により、マム

ルーク朝軍はダマスカス、アレッポ

を解放し、シリアをモンゴル帝国か

ら奪還した。

戦闘の跡を示す遺構や遺物

は特に発見されていない。

③ロシア・東ヨーロッパ

■ルーシー侵攻（1223、1236 ～ 1240）、ヴォルガ・ブルガール侵攻（1223 ～ 1229、1232、

1236）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ロ
シ
ア
連
邦

リャザン 現在のリャザン州スターラヤ・リャザー

ニ村。北欧方面とヴォルガ川流域・中

央アジアを結ぶ交易都市であり、リャ

ザン公国の首都として繁栄した。1237

年バトゥ率いるモンゴル帝国の侵攻に

よって略奪破壊され、以後、復興が進

まず、14 世紀初頭に 55km 離れたペレス

ラヴリ（現在のリャザン）にリャザン

公国の首都は移された。

堀や土塁の跡、建物の礎石

などが遺跡としてオカ川を

のぞむ丘陵上に残されてい

る。発掘調査も行われてい

るが、モンゴル軍の侵攻を

示す遺構や遺物については

不明である。

コロムナ 現在のヤロスラヴリ州コロムナ市。モ

ンゴル帝国の侵攻時にはリャザン公国

の北部を守る拠点の１つであった。リャ

ザン公国軍の残存部隊とウラジーミル

公国からの派遣軍が終結してモンゴル

軍と激戦を交えたが、モンゴル軍に敗

れ焼き払われた。

16 世紀に築かれた城壁が残

されているが、モンゴル軍

との戦闘に伴う遺物等は残

存していない。

モスクワ 現在のモスクワ州の州都モスクワ市。

モンゴル帝国の侵攻時には小村であっ

たが、モンゴル軍に敗れ焼き払われた。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は特に発見されて

いない。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ロ
シ
ア
連
邦

ウラジーミル 現在のウラジーミル州ウラジーミル市。

モンゴル帝国の侵攻時には、ウラジー

ミル・スーズダリ大公国の首都として

栄えていた。1238 年、バトゥ率いるモ

ンゴル軍に攻められ、陥落した。この時、

32 棟の大理石でできた壮大な建築群も

焼失し、大公の家族も焼死した。

1992 年にモンゴル軍による

破壊を免れた生神女就寝

大聖堂をはじめとするウラ

ジーミル周辺の古い建築群

が、「ウラジーミルとスーズ

ダリの白亜の聖堂建築群」

として世界遺産に登録され

た。モンゴル軍との戦闘に

伴う遺構や遺物は残存して

いない。

シチ川 現在のヤロスラヴリ州。1238 年、バトゥ

率いるモンゴル帝国のルーシ侵攻軍と

ウラジーミル・スーズダリ大公国の大

公ユーリー２世軍との戦いが行われた

場所として知られている。ユーリー２

世軍は完敗し、ユーリー２世は戦死し

た。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

ロストフ 現在のヤロスラヴリ州ロストフ市。ネ

ロ湖のそばに栄えたロシア最古級の古

都で、862 年の年代記に既に重要な都

市として記録されている。モンゴル軍

の侵攻時には、ウラジーミル・スーズ

ダリ大公国の都市の一つであったが、

1238 年にモンゴル軍により略奪・破壊

された。

1949 年の発掘では木片で舗

装された道も見つかり、年

輪年代学調査から 963 年に

さかのぼるとされた。モン

ゴル軍侵攻時の遺構や遺物

等は発見されていない。

ヤロスラヴリ 現在のヤロスラヴリ州の州都ヤロスラ

ヴリ市。11 世紀初頭、キエフ大公国の

ヤロスラフ 1 世によって建てられた。

モンゴル帝国侵攻時には、ヤロスラヴ

リ公国の首都であったが、モンゴル軍

により破壊され、その後およそ 150 年

間モンゴル帝国により支配された。

市内には 16 世紀に建築され

たスパソ・プレオブラジェ

ンスキー聖堂や、17 世紀の

預言者イリヤ聖堂等があり、

ヤロスラヴリの歴史地区と

して 2005 年、ユネスコの世

界遺産に登録されているが、

モンゴル帝国侵攻時及び統

治期の遺構や遺物は発見さ

れていない。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ロ
シ
ア
連
邦

コゼリスク 現在のカルーガ州コゼリスク市。モン

ゴル帝国侵攻時はチェルニーヒウ公国

の都市の一つであった。1238 年にモン

ゴル軍に攻められたが、７週間にわたっ

て激しく抵抗し、モンゴル側は 4000 人

の犠牲者を出した。最終的には陥落し

破壊された。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

ケルネク 現在のサマラ州ケルネク。ヴォルガ川

の屈曲部付近にあたる。1223 年、当時

この地域に存在したヴォルガ・ブルガー

ル国軍とモンゴル軍が戦ったサマラ屈

曲部の戦いが行われた地。ブルガール

の王ガブドゥッラー・チェルビルと、

モルドヴィン人のプレシュ公及びプル

ガスの連合軍が、モンゴル軍を待ち伏

せして打ち負かしたと伝えられる。こ

の戦いの後、モンゴル軍は中央アジア

に戻り、ブルガールには戻らなかった。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

ロ
シ
ア
連
邦
タ
ー
タ
ル
ス
タ
ン
共
和
国

ビリャル 現在のアレクイェフスキー地方に存在

した都市。1236 年にバトゥ率いるモン

ゴル軍が侵攻した時は、この地域一帯

に存在したヴォルガ・ブルガール国第

２の都市であったモンゴル軍と 45 日

にわたる攻城戦を展開した後、陥落し、

徹底的に破壊された。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

ブルガール 現在のスパスキー地方。1236年にバトゥ

率いるモンゴル軍が侵攻した時は、こ

の地域一帯に存在したヴォルガ・ブル

ガール国の首都であった。モンゴル軍

の攻撃を受けて陥落し、破壊・略奪さ

れた。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ウ
ク
ラ
イ
ナ

カルカ河畔 現在のドネツィク州付近。1223 年、チ

ンギス・ハーンの征西時に、キプチャ

ク草原（中央ユーラシア西北部から東

ヨーロッパ南部地域）に侵入したモン

ゴル軍と、キプチャク草原の遊牧民諸

族およびルーシ諸国の連合軍とがぶつ

かった戦いの地。キプチャク・ルーシ

連合軍は数の上ではモンゴル軍をはる

かに上回っていたが、モンゴル軍に大

敗を喫した。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

チェルニーヒウ 現在のチェルニーヒウ州チェルニーヒ

ウ市。1239 年、バトゥ率いるモンゴル

軍が侵攻した時は、キエフ大公国の分

国であるチェルニーヒウ公国の中央都

市として栄えていた。モンゴル軍の攻

撃により陥落し、破壊・略奪された。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。

キエフ 現在の首都キエフ市。1240 年にバトゥ

率いるモンゴル軍が侵攻した時は、キ

エフ大公国の首都であった。キエフの

明け渡しを求めて街を包囲したモンゴ

ル軍は、32 の投石機を集めてキエフの

防衛線で弱点だったポーランド門を攻

撃し、市内へ乱入した。キエフ軍と市

民は什一聖堂を最後の砦として防戦し

たが、ついに陥落した。この戦いで山

の手だった古キエフは荒地となり、都

市の中心地は下町ポジールへ移った。

什一聖堂、クローウ修道院、

黄金の門等、モンゴル軍に

より破壊された建造物の遺

跡が存在し、発掘調査も行

われたが、モンゴル軍侵攻

時の遺物等の出土は不明。

黄金の門は 1982 年に復元さ

れた。

ペレヤースラウ 現在のキエフ州ペレヤースラウ＝フメ

リヌィーツィクィイ市。1239 年のモン

ゴル軍侵攻時には、ペレヤースラウ公

国の首都であった。モンゴル軍により

破壊・略奪された後に衰退し、14 世紀

にリトアニア大公国、16 世紀にポーラ

ンド・リトアニア共和国に併合された。

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物は発見されていな

い。
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■ポーランド・ハンガリー侵攻（1241）

国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ポ
ー
ラ
ン
ド
共
和
国

サンドミェシュ 現在のシフィェンティクシシュ県サン

ドミェシュ。1241 年２月 13 日にバイダ

ル率いるモンゴル帝国のヨーロッパ遠

征軍の分隊と、ポーランド王国軍がぶ

つかったトゥルスクの戦いが行われた

場所として知られる。モンゴル軍は街

を包囲し、サンドミェシュは陥落した。

サンドミェシュはポーラン

ドで最も古い街の一つであ

り、古い建造物や街並みが

残されているが、モンゴル

軍との戦いの状況を示す遺

構や遺物は発見されていな

い。

ヴロツワフ 現在のドルヌィ・シロンスク県ヴロツ

ワフ市。1241 年にオルダ率いるモンゴ

ル帝国ヨーロッパ遠征軍の分隊が侵攻

した時は、シロンスク公国で最も大き

な都市の１つであった。シロンスク公

ヘンリク２世は、モンゴル軍に対抗す

るため、レグニツァ近辺に自軍と同盟

者の軍勢を結集させていたため、街は

モンゴル軍の前に容易に陥落し、蹂躙

された。

モンゴル軍との戦いの状況

を示す遺構や遺物は発見さ

れていない。

クラクフ 現在のマウォポルスカ県クラクフ市。

1241 年にバイダル率いるモンゴル帝国

の遠征軍の分隊が侵攻した時にはポー

ランド王国の首都であった。モンゴル

軍はクラクフ侵攻直前に、フミェルニ

クの戦いで、クラクフとサンドムィル

の連合軍を打ち破っており、クラクフ

侵攻時には市民も街を逃げ出していた

と伝えられる。街はモンゴル軍に包囲

され焼き払われた。

ポーランドで最も古い街の

一つであり、旧市街には歴

史的建造物が多く残り、ク

ラクフ歴史地区として世界

遺産に登録されている。

モンゴル軍との戦いの状況

を示す遺構や遺物は発見さ

れていない。

レ グ ニ ツ キ ェ・　

ポーレ

現在のドルヌィ・シロンスク県レグニ

ツァ市の近郊。1241 年４月９日、ポー

ランド大公ヘンリク２世を中心とする

ドイツ・ポーランド連合軍とモンゴル

軍による戦闘（レグニツァの戦い）が

行われた場所。ドイツ・ポーランド連

合軍は大敗し、ヘンリク２世も戦死し

た。

モンゴル軍との戦いの状況

を示す遺構や遺物は発見さ

れていないが、この戦いを

記念する式典が毎年レグニ

ツァで開催される。
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国名 名　　称 概　　要 モンゴル侵攻の遺構・遺物

ハ
ン
ガ
リ
ー

モヒ 現在のボルショド・アバウーイ・ゼン

プレーン県に位置する村。1241 年４月

11 日にハンガリー王ベーラ４世率いる

ハンガリー軍とモンゴル軍による戦闘

（モヒの戦い）が行われた場所。ハンガ

リー東北部のサヨ川とヘルナッド川合

流点近くに位置する。数に勝るハンガ

リー軍はサヨ川の西岸に強固な防御円

陣を築き野営した。これに対し、モン

ゴル軍は投石機を用いて石弾と矢弾の

集中攻撃を行い、加えて別働隊がハン

ガリー軍を背後から襲い包囲した。身

動きの取れなくなったハンガリー軍は

モンゴル軍からあびせられる大量の石

弾と矢弾によって壊滅的打撃を受け壊

滅した。モンゴル軍は次の目的地ウィー

ンを目指したが、大ハーンオゴデイの

死による遠征軍の帰還命令を受け、ハ

ンガリーから撤退した。

モヒの戦いがあったとされ

る地に、円形の丘に十字架

を建てたモニュメントが建

てられている。

ブダペスト 現在の首都ブダペスト。古代にはロー

マ帝国のパンノニア属州の中心都市ア

クインクムとして栄えた。モンゴル軍

が侵攻した 1241 年にはブダ城が存在す

る中世都市であった。モンゴル軍の攻

撃を受け、木造城壁だったブダ城は破

壊され、街は略奪された。その後、城

はベーラ４世により石造で再建され、

1361 年にはハンガリー王国の首都に

なった。

数々の歴史的な建造物が点

在する美しい街並みが「ブ

ダペストのドナウ河岸とブ

ダ城地区及びアンドラーシ

通り」としてユネスコの世

界遺産に登録されているが、

モンゴル軍の侵攻に伴う遺

構や遺物等は発見されてい

ない。
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